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本研究は，道路整備や通学路設計による交通事故対策のための知見を得ることを目的とし，交通量や道

路施設などの道路空間に関する物理的要因が交通事故危険性に与える影響を表現するモデルを提案するも

のである．登下校時間帯の生徒の対車両事故を対象に，当事者同士の遭遇機会と，現場周辺の物理的空間

特性に対するドライバーの注意力や判断に着目し，生徒やドライバーの行動に関する仮説を立てながらモ

デルを作成した．モデルは校区のある地点の交通事故の危険指標を目的変数，生徒やその他の歩行者の交

通量やドライバーの死角，道路標識・標示など道路整備や通学路設計に関する物理量を説明変数とする．

実際の中学校区の事例にモデルを適用した結果，求められた危険指標分布は校区内の交通事故危険性発生

地点の分布を再現し，各要因の影響を定量化できた． 
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1. はじめに 

 

現在，日本における子どもの不慮の事故死原因の第1

位は交通事故1)であり，その多くが学校周辺の路上で発

生している2)．これに対し，地方公共団体によるスクー

ルゾーンの設定や，小中学校などによる安全・安心マッ

プの作成などといった交通安全対策が行われている．さ

らに，山本ら3)や斉藤ら4)，岡部5)などにより子どもの交

通事故に関する数多くの研究もなされている．しかし，

これらの多くは，自動車の交通量が交通事故発生に関係

していることを示してはいるが，その影響について定量

的な議論を行っているものは少ない．また，自動車以外

の交通量や見通しの悪さなど，道路空間を構成する他の

要因の影響も考慮する必要がある． 

これに対して，我々はこれまでに小学校区を対象とし

て，児童と自動車の遭遇機会および歩行者交通量や死角，

道路標識・道路標示などといった道路の物理的特性が交

通事故発生に与える影響を考慮し，通学路上での交通事

故の発生しやすさを表現できるようなモデル6)を作成し，

定量化を試みてきた． 

今回は中学生の交通事故を対象とした研究を行う．中

学生の登校時刻は小学生に比べ早く，また下校時刻は遅

いことから，早朝・夜間の視認性は昼間に比べて大きく

異なることが考えられる．そこで，新たに現場周辺の明

るさ（照度）に関する要因を考慮するため，照度と視認

距離の関係式をモデルに導入することでモデルの拡張を

試みる． 

 

 

2. 交通事故のモデル 

 

(1) 交通事故の危険性に関する仮説と交通事故危険指

標𝐼𝑛 

 今回は中学生の交通事故のうち，登下校時間帯に発生

する交通事故を想定する．本研究では，交通事故に関す

る仮説として「交通事故は，子どもと車両が道路空間に

存在することを前提に，当事者の交通事故の危険性に対

する意識・判断が関係している．事故の危険性に対する
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意識・判断は現場周辺の交通量や道路施設といった道路

空間を構成する要因に左右される」と考える．なお，本

研究において，道路空間を構成する要素についてはその

校区の人口構成・世帯構成・所得構成・職業構成など社

会的・経済的および人的要因は工学的に操作することが

難しいため考慮せず，交通量や道路施設などの操作可能

な物的要因のみを対象とする． 

 以上を踏まえて，モデルでは登下校時の通学路上の任

意の地点での交通事故に関する危険性を周辺の物理的特

性を用いて表現する．図-1にそのモデル図を示す．また， 

通過交通流の影響などの不確定要素を除くために，中心

市街地や大規模商業地を含まない住宅地が中心の通学路

を想定する． 

このように，交通事故の危険性は「生徒と車両の遭遇

回数」と「影響要因の多寡」の2つによって決まるとす

ると，任意の地点における危険指標𝐼𝑛は「生徒と車両の

遭遇回数の期待値」𝜙𝑛と「ドライバーの視認距離内に

存在する影響要因の多寡を表す指標」𝜓𝑛の積で与えら

れ， (1)式のように表される． 

𝐼𝑛 = 𝛼 × 𝜙𝑛 × 𝜓𝑛   (1) 

𝐼𝑛：交通事故危険指標 

𝜙𝑛：生徒と車両の遭遇回数の期待値 

𝜓𝑛：ドライバーの視認距離内に存在する影響要因の多

寡を表す指標 

ここで，任意の地点は距離換算生徒数で表されるものと

する．距離換算生徒数は，ドライバーの視認距離内を通

過する生徒数𝑛𝑝と定義する．事故の危険性は学校から

の距離自体より生徒との遭遇機会に左右されることと，

下校時を例にとると生徒は学校を中心にそれぞれの自宅

に向かって拡散していき，学校からの距離に応じて通過

生徒数は減っていくことから，𝑛𝑝を距離の代理指標と

して用いる．距離換算生徒数は(2)式のように表される． 

𝑛𝑝 = (𝑁𝑝 𝑉𝑠⁄ ) × 𝐿   (2) 

𝑁𝑝：ある地点𝑝における単位時間当たりの登下校生徒数 

(人/min) 

𝐿：ドライバーの視認距離(m) 

𝑉𝑠：生徒の歩行速度(m/min) 

 

 

図-1 通学路のモデル図 

(2) 生徒と車両の遭遇回数の期待値𝜙𝑛 

 ドライバーが走行中に危険を感じ急ブレーキをかけて

停止するまでには一定の距離（以下停止距離）が必要で

ある．実際に交通事故発生の危険性が高まるのは，この

範囲内に登下校中の生徒が存在する場合である．したが

って，「生徒と車両の遭遇回数」は車両の交通量と走行

中の車両の停止距離内に存在する生徒数により変化する

と仮定し，任意の車両の停止距離内に存在する生徒数を

𝜆𝑑(人)，登下校時における車両の交通量を𝜆𝑐(台/min)とす

ると，「生徒と車両の遭遇回数の期待値」𝜙𝑛は(3)式の

ように表される． 

𝜙𝑛 = 𝜆𝑑 × 𝜆𝑐   (3) 

𝜆𝑑：任意の車両の停止距離内に存在する生徒数(人) 

𝜆𝑐：登下校時間帯の車両の単位時間当たりの交通量(台

/min) 

ここで，任意の車両の停止距離を𝑑とすると，任意の車

両の停止距離内に存在する生徒数𝜆𝑑は(4)式のように表

される． 

𝜆𝑑 = (𝑁𝑝/𝑉𝑠) × 𝑑   (4) 

𝑑：任意の車両の停止距離(m) 

 

(3) ドライバーの視認距離内に存在する影響要因の多

寡を表す指標𝜓𝑛 

 本研究では，「任意の車両の停止距離外に存在する生

徒の存在」，「生徒以外の歩行者の存在」，「道路標

識・標示」，「ドライバーの死角となる要因」の4つを

影響要因として取り扱う．また，影響要因は「ドライバ

ーが生徒の存在を確認できる限界の距離」である視認距

離の範囲内においてのみ影響するものとし，ドライバー

の視認距離は車両の速度に加え，道路形状および沿道施

設状況，周辺の明るさなどの道路環境によって変化する

ものとする． 

 以上より，それぞれの影響度の違いを表すパラメータ

を考慮すると，ドライバーの視認距離内に存在する影響

要因の多寡を表す指標𝜓𝑛は(5)式のように表される． 

ψ𝑛 = ∑ 𝛽𝑚 × 𝑓𝑚
4
𝑚=1     (5) 

𝛽𝑚：交通事故危険性に与える影響に関するパラメータ 

𝑓1：任意の車両の停止距離外に存在する生徒の影響 

𝑓2：生徒以外の歩行者の影響 

𝑓3：道路標識・道路標示の影響 

𝑓4：ドライバーの死角となる要因の影響 

各要因のうち，生徒の存在，生徒以外の歩行者の存在，

および道路標識・道路標示はドライバーに注意を与える

存在であり，その影響はそれぞれの個数に比例するもの

と考えられる．ただし，影響は各要因によって異なると

考えられるため，区別して考えた．したがって，各要因

の影響は(6)式のように表される． 
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𝑓𝑚 = (1 − 𝛾𝑚)𝑥𝑚 (𝑚 = 1~3) (6) 

𝛾𝑚：各要因が交通事故危険性に与える影響に関するパ

ラメータ(𝛾𝑚 ≤ 1) 

𝑥1：任意の車両の停止距離外に存在する生徒数(人) 

𝑥2：生徒以外の歩行者の交通量(人) 

𝑥3：道路標識・道路標示の設置数(個) 

ここで，任意の車両の停止距離外に存在する生徒数𝑥1

は，ある地点𝑝における単位時間当たりの登下校生徒数

𝑁𝑝(人/min)，ドライバーの視認距離𝐿(m)，任意の車両の

停止距離𝑑(m)，生徒の歩行速度𝑉𝑠(m/min)より(7)式のよう

に表される． 

𝑥1 = (𝑁𝑝/𝑉𝑠) × (𝐿 − 𝑑)    (7) 

ドライバーの死角となる要因は，ほかの影響要因の認知

を妨げることでドライバーの注意力や意識を低下させる

と考えられる．ドライバーの死角となる要因の影響度は

(8)式のように表される． 

𝑓4 = 𝑥4
𝛾4   (8) 

𝛾4：交通事故危険性に与える影響に関するパラメータ 

𝑥4：ドライバーの可視範囲に対する死角の割合 

(8)式中のドライバーの可視範囲に対する死角の割合𝑥4

については，(9)式で与えられる． 

𝑥4 = 𝑆𝑑 𝑆⁄   (9) 

𝑆：ドライバーの可視範囲(m2) 

𝑆𝑑：ドライバーの死角となる範囲(m2) 

 ここで，視認距離𝐿の取り扱いについて説明する．視

認距離は人や物の特徴を認識できる限界の距離であり，

時間帯や照明の有無などによる現場周辺の明るさで変化

するが，原理的には明るさの影響を受けたドライバーの

視力によって変化する．夕方および夜間の時間帯につい

ては，明るさの指標のひとつである照度による視認距離

の変化を考慮するが，視認距離と照度の関係を直接表す

ことは困難であるため，文献7)8)9)から得られた視力と視

認距離，および照度と視力の関係から導出した． 

 視力と視認距離の関係については，(10)式で与えられ

る． 

𝐿(𝑟) =
180×60×ℎ

𝜋
× C(𝑟)   (10) 

𝐿(𝑟)：視認距離(m) 

ℎ：対象物の大きさ(m) 

C(𝑟)：視力 

 次に，照度と視力の関係については，(11)式で与えら

れる． 

C(𝑟) = 0.161𝑙𝑛𝑟 + 0.47   (11) 

𝑟：照度(lx) 

 また，照度と視角の関係については，(12)式で与えら

れる．この関係を図-2に示すと，100lx以上で視角はほぼ

一定となる． 

 

図-2 照度と視角の関係 

 

 

図-3 距離と視認可能な対象物の大きさの関係 

(照度r=100lx) 

 

𝜃 =
𝜋

180×60
×

1

(0.161𝑙𝑛𝑟+0.47)    (12) 

 ここで，対象物までの距離𝑙(m)と対象物の大きさℎ(m)

を用いると，𝜃が微小のときℎ 𝑙⁄ に等しいことから，

100lx以上では対象物の大きさが一定であれば，視認距

離もほぼ一定であるといえる．このとき，(10)，(11)式を

用いて得た照度100lxでの対象物までの距離と視認可能

な対象物の大きさを図-3に示す．これによると，100m

では約2cmとなった．これは人間の目や鼻の大きさに相

当する．本研究では顔の特徴を最低限判断できそうな目

鼻を視認できる距離である100mを，照度が100lx以上の

ときのドライバーの視認距離とした．視認距離が100m

のときに視認可能な対象物の大きさはh =0.024(m)となる

ため，照度が100lx未満のときはh =0.024(m)のものを視認

可能な距離が視認距離に相当するとして，(13)式のよう

に与える． 
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𝐿(𝑟) =
60×180×0.024

𝜋
× (0.061𝑙𝑛𝑟 + 0.47)  (13) 

 

 

3. モデルの適用 

 

(1) 適用対象とデータ概要 

 本研究では，住宅地と商業地が混在する福岡市のA中

学校区を対象とし，2013年11月にアンケート調査を実施

した．アンケート調査の概要を表-1に示す．集計結果に

よると，登下校時間帯（6:00～9:00および16:00～20:00）

における交通事故危険性報告数は33件であった．  

車両の交通量については，交通事故危険性の発生があ

った地点を含む道路区間の5分間交通量の測定値を用い

た．交通量調査については，登下校時間帯ということを

踏まえ，2015年1月13日・1月14日・1月16日の6時～9時お

よび16時～20時に，生徒を除く歩行者，自転車，自動二

輪車，自動車の5分間交通量を1時間ごとに測定した． 

ドライバーの視認距離内に存在する道路標識・道路標示

の数については，交通量調査と同日に現地調査により測

定した．現地調査では，速度制限，車両通行禁止，一方

通行，一時停止の道路標識・道路標示に加えて，小中学

校や地方公共団体などが作成している交通安全の看板な

どを対象とした． 

ドライバーの死角の割合については，住宅地図および

現地調査のデータをもとに画像処理ソフトGIMP2を用い

て測定した． 

視認距離については，登下校時間帯のうち8時台および

16時台は一定とみなし，先に述べたように100lx時の視認

距離100mを採用した．その他の時間帯については，時

間帯ごとに照度を測定し，その結果を(10)式に当てはめ

て視認距離を算出した．現地調査は交通量調査と同日に

行った． 

 

(2) モデルの適用結果 

 得られたデータをもとに，対象校区にモデルの適用を 

 

表-1 アンケート調査概要 

対象校区 福岡市A校区 

調査時期 2013年11月 

配布部数 552部 

回収部数 473部（回収率85.7%） 

調査内容 ① 登下校時の通学経路 

② 登下校時に交通事故に遭った，

または遭いそうになった場所

（危険地点） 

③ 学年，性別等の個人属性 

 

図-4 距離換算生徒数あたりの交通事故危険指標 

 

行った．各パラメータを変化させながら，交通事故危険

指標の計算値が観測値を再現するようなパラメータの値

を推定した．推定の結果，α=0.024，𝛽1=14.7， 𝛽2=1.2，

 𝛽3 =0.0， 𝛽4 =0.1，𝛾1=0.94，𝛾2=0.77， 𝛾3 =0.0， 𝛾4=0.0045

のとき，観測値と計算値の二乗誤差が最小となった．図

-4に距離換算生徒数np(人)あたりの交通事故危険指標の

観測値と計算値を示す．観測値と計算値は，K-S検定に

おいて有意水準20%で適合している結果となった． 

 

(3) パラメータの考察 

 パラメータの推定結果について考察を行う．各パラ

メータについて，𝛽𝑚は各環境要因が交通事故危険性に

与える影響力について表しており，𝛾𝑚は各環境要因が

交通事故危険性に与える影響度の大きさについて表して

いる． 

𝛽𝑚の値より，各要因の影響力について理解すること

ができる．推定の結果，4つの要素のうちで𝛽1=14.7と最

も大きな数値となったドライバーの停止距離外に存在す

る生徒数の交通事故危険性に与える影響力が最も大きい

という結果となり，𝛽3=0.0となった道路標識・道路標示

の個数の交通事故危険性に与える影響力が最も小さく，

ほとんど影響はないという結果となった． 

 また，(6)式，(8)式より，ドライバーの停止距離外に

存在する生徒，生徒以外の歩行者，道路標識・道路標示

の各要因については，𝛾𝑚が大きくなると交通事故危険

性に与える影響が小さくなり，死角の割合については，

𝛾𝑚が大きくなると交通事故危険性に与える影響が大き

くなる．𝛾𝑚の値について，𝛾1=0.94，𝛾2=0.77より，影響

度の変化はドライバーの停止距離外に存在する生徒数の

ほうが生徒以外の歩行者の数よりも大きいことがわかる．

𝛾3=0.0より，道路標識・道路標示の個数が交通事故危険

性に与える影響はほぼ一定であるということがわかる．

𝛾4=0.0045より，死角の割合が大きくなるにつれ，その

影響度は指数関数的に大きくなることがわかる． 
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4. 結論 

 本研究では，道路整備や通学路設計を通して交通事故

への対策を講じるため基礎的段階として，交通量及び道

路の物理的特性が交通事故に与える影響を定量的に表す

モデルを作成した．モデルを実際の状況に適用したとこ

ろ，校区内の任意の地点での交通事故の危険性を妥当に

表現することができた．調査データの精度を高めること

で，さらに再現性を高めることができると考えられる． 

現時点では交通事故への影響要因として，時間帯に応

じた通学路上に存在する生徒，生徒以外の歩行者，道路

標識・標示の設置数，ドライバーの死角を考慮したが，

今回モデルで考慮しなかった歩車分離率や横断歩道の数

などの要因も交通事故発生に影響していると考えられる

ため，モデルの信頼性を向上させるために，今後考慮の

対象にする必要があると考えられる． 

なお，現状ではモデルのパラメータよりもデータの個

数が少なく，自由度がない状態であるため，データの個

数を増やすほか，パラメータを厳選して数を減らすなど

の工夫が必要であると考えられる．また，今回は時間帯

によって視認距離を変化させてモデルを適用したが，視

認距離を一定とした場合との比較ができていないため，

こちらも検討する必要があると考えられる． 
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